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第２章 災害に強いまちづくりのための計画

第１節 風水害予防計画

１ 構築物その他の風水害予防措置

既設の看板、広告物その他構築物を定期及び台風前に調査し、危険物については直ち

に所有者又は管理者に通報し、改修若しくは撤去するよう指導し、履行させるものとする。

担当は、環境整備対策部とする。

２ 農作物の風水害予防対策

農作物の風水害予防については、次の事項を重点として農家を指導する。

（１）そ菜の防風網の整備

（２）病害虫の防除

（３）かんがい、排水施設の整備

（４）農作物保護のための地域保安施設の整備

担当は、産業振興対策部とする。

３ ため池、河川及び海岸等の予防対策

町内のダム・ため池、河川及び海岸等の危険箇所を調査し、災害が予想される場合は

適時巡察する。なお、危険箇所の改修については計画的に実施するものとする。

町内のダム・ため池は下表、重要水防区域外で危険と予想される区域は下表・土砂災

害等危険箇所全体図及び土砂災害危険箇所別図のとおりである。

担当は、環境整備対策部とする。

(平成 年 月 日現在）町内のダム・ため池 18 4 1
ダム・池名 ダム・池名 ダム・池名 ダム・池名No No No No

１ 白 瀬 １ 号 ７ 具 志 川 池 １３ 仲 泊 池 １９ タ イ 原 池

２ 白 瀬 ２ 号 ８ 上 溝 １ 号 １４ ウフレーヤ池 ２０ ウ ー リ 池

３ 上 江 洲 ダ ム ９ 上 溝 ２ 号 １５ フ サ キ ナ 池 ２１ 銭 田 池

４ 山 蔵 池 １０ ヤンガー池１号 １６ 本 庄 池 ２２ 山 城 池

５ 大 田 池 １１ ヤンガー池２号 １７ 比 嘉 池

６ 仲 村 渠 池 １２ カンジンダム １８ 儀 間 池

）重要水防区域外で危険と予想される区域 海岸 別図参照〈 〉（ ）(平成 年 月 日現在18 4 1
危 険 と さ れ る 主 な 区 域 予想される 予 想 さ れ る 被 害 の 程 度

所 轄 土 木 事 務 所 名 海 岸 名 延 長 区 域沿岸名
延長(ｍ） 危 険 (棟 ( ) ( )( ）ｍ 区 域 家屋 耕地 面積） ha ha

1,130 742 45 1.1南 部 土 木 事 務 所 琉球諸島沿岸 仲 里 海 岸 島尻区域 島 尻 地 区 越 波

４ 土石流、地すべり、がけ崩れ災害予防対策

土石流、地すべり、がけ崩れの危険が予想される箇所を毎年調査把握するとともに、

大雨注意報の発表時又は台風時には巡回して監視する。安全施設については、土地条件

に応じた措置を随時実施していくものとする。

担当は環境整備対策部とする。
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５ 道路、橋梁の維持補修事業

道路管理者は、所管の道路、橋粱を常時補修する。なお、早急に補修が不可能な危険

箇所については立札によって表示し、通行又は重量の制限を行う。

担当は産業振興対策部及び環境整備対策部とする。

６ 治山事業

森林の維持造成を通じて山地に起因する災害から町民の生命・財産を保全するととも

に、水源のかん養、生活環境の保全・形成等を図る。

担当は、産業振興対策部及び環境整備対策部とする。
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第２節 土砂災害予防計画

１ 砂防災害対策事業

土石流による災害が予想される危険区域については、県による砂防事業の推進を図る

ものとする。

大雨による土砂災害発生の危険度が高まったときは、土砂災害警戒情報を県から入手

、 、 、 。し情報伝達 予警報の発令・伝達 避難 救助その他必要な警戒態勢をとるものとする

また、情報伝達方法、円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について、定め地

域住民に周知するよう努めるものとする。

町内の砂防指定河川及び土石流による危険が予想される箇所は下表・土砂災害等危険

箇所全体図及び土砂災害危険箇所図のとおりである。

（資料：沖縄県土砂災害マップ 平成 年 月 沖縄県土木建築部 海岸防災課）15 3

）砂防指定河川 別図参照（ ） (平成 年 月 日現在18 4 1

指定告番 被 害 対 象
土木事務所 指定年月日河 川 名 渓流名

位 置 面 積

示番号号 市町村名 大字 耕地（ ） （ ） 公共施設ha ha人 家 戸 数

2.27 12.2 1916① 南部土木事務所 儀 間 川 儀間川 道路・橋梁久米島町 儀間 ９０ 平成 年 月８日4 12

3.63 12.2 2348② 南部土木事務所 儀 間 川 儀間川 道路・橋梁久米島町 儀間 ９０ 平成６年 月７日12

1.43 4.9 164③ 南部土木事務所 儀間川左支川 儀間川 道路・橋梁久米島町 儀間 ２０３ 平成８年 月５日2

資料：沖縄県水防計画

（平成 年４月１日現在）土石流による危険が予想される箇所（別図参照） 18
渓流所在地 渓 流 概 況 保 全 対 象番

渓流番号 水 系 名 河 川 名 渓 流 名 危険度分類
市町村名 字 名 渓流長(ｋｍ） 流域面積(ｋ㎡） 流下部平均勾配（度） 人家戸数 公 共 施 設 等号

0.08 16 6④ 久米島町 宇 江 城

県 道 号 線⑤ 久米島町 仲 村 渠 0.63 0.36 4 2 2 4 2
ホテル新生、久米島本願寺⑥ 久米島町 仲 泊 1.53 0.58 3 11
発 電 所⑦ 儀 間 川 久米島町 儀 間 1.50 0.47 4 0
県 道 号 線⑧ 銭 田 川 久米島町 山 城 0.48 0.20 8 1 2 4 2

２ 地すべり災害対策事業

本町では、地すべり危険区域は指定されていないが、地すべりの危険が予想される箇

所を整理・把握し毎年調査研究を行い、必要に応じて県と調整を図りながら地すべり防

止区域を指定する等、適切な防止策を実施するものとする。

３ 急傾斜地崩壊対策事業

「急傾斜地の崩落による災害の防止に関する法律」による指定は、危険度の高い箇所

にとどまっているが、今後県と協力してその他の箇所も危険度の高い順に指定を行い災

害未然の防止のための対策工事等の実施に努めるものとする。

なお、町内の急傾斜地崩落危険箇所は次項表・土砂災害等危険箇所全体図及び土砂災

害危険箇所図のとおりである。

（資料：沖縄県土砂災害マップ 平成 年 月 沖縄県土木建築部 海岸防災課）15 3
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（ ）急傾斜地崩壊危険箇所 別図参照（ ） 平成 年 月 日現在18 4 1
急 傾 斜 地 崩 壊番 地 形 保 全 対 象

人 家 戸 数 公 共 的 建 物 公 共 施 設 危 険 区 域 の 指 定号 長さｍ 高さ ｍ
位 置

傾斜角（度） （） （ ）

３５ １０５ ７ 無 町道７０ｍ⑨ 久米島町字宇根シルカイラ原 34.7
４８ ２１５ ８ 無 無⑩ 久米島町字宇根シルカイラ原 13.6
５０ ４５ ２ 無 無⑪ 久 米 島 町 字 宇 根 15.1

18.1 H7.2.24⑫ 久米島町字阿嘉東原 ３７ １７４ １１ 無 町道６５ｍ
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２１ページ～３０ページまで フォルダ名ハザードマップ・土砂災害等

から全体図、 １～ ９の順に挿入NO NO
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第３節 高潮等災害予防計画

１ 港湾・漁港整備事業

港湾、漁港及び海岸は管理区分によって県又は町がそれぞれ高潮等による災害予防施

設の整備強化を図るものとする。

担当は産業振興対策部及び環境整備対策部とする。

２ 危険予想区域への対策

本町の海岸線は一般住宅や地区公民館、港湾、漁港、公園、野球場等の公共施設が多

数あり、人口が集中している地域もある。また、エビ養殖場やダイビング等のマリンレ

ジャーを楽しむ観光客も多くみられ、下記想定地域においては特に警戒を要する。

このような地域の住民及び海岸利用者に対し、津波や高潮等から安全確保及び被害を

軽減するため、町防災無線を利用した警報体制の確立、避難場所・避難経路を示した看

板の設置、護岸整備、海岸保全事業の推進を図るものとする。

３ 高潮浸水予測図

資料：沖縄県津波・高潮被害想定調査調査業務委託（沖縄本島沿岸域） 平成 年 月 県土木建築部 海岸防災課19 3
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３２ページ～３６ページまで フォルダ名ハザードマップ・高潮

から全体図、１／４～４／４の順に挿入
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第４節 建築物等災害予防計画

風水害、地震、大火災等による建造物の災害を防御するため、公共施設、一般住宅の新

増改築等に各種制度の説明、技術的相談に応ずるなど、可能な限り不燃、耐風・耐震性建

築物の建設を促進し、災害時の建造物被害の減少を図るものとする。

担当は、環境整備対策部とする。

１ 土地利用対策

町は、住宅密集地における災害の防止を図るとともに、土地の合理的かつ健全な高度

利用等の更新を図り、防災上有効な土地利用を推進する。

２ 不燃、耐風・耐震性建築物の促進対策

町は、建築物の新築、増改築時に不燃化、耐震化等に関する相談に応じ、耐震診断及

び耐震補強等に関する、指導・啓発等を行う。

特に、耐風対策強化のため、一般住宅への雨戸設置の推奨を図る。

３ 公共建築物の耐風、耐震、耐火対策

町は、公共建築物のうち老朽化施設については、建て替え又は補強等によって耐風、

耐震・耐火対策を進め、今後、建築される公共建築物については、設計段階で不燃堅牢

な施設とするよう指導するものとする。

特に、体育館や公民館等災害時の避難所となる公共施設については、開口部への雨戸

設置、屋根の飛散防止等耐風対策や耐震補強工事などを優先的に行うものとする。

４ 公共建築物の定期点検及び定期検査

町は、公共建築物については、定期的点検及び検査を実施するものとする。

５ 公共建築物の設計不燃堅牢化指導

町は、今後建築される公共建築物については、設計段階で不燃堅牢な施設とするよう

指導するものとする。
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第５節 火災予防計画

火災の発生を未然に防止するための対策は、次によるものとする。

１ 消防力・消防体制等の拡充強化

町は、次の指導又は措置を講じ、消防力・消防体制等の拡充強化を図るものとする。

担当は、消防対策部とする。

（１）消防教育訓練の充実強化

教育訓練計画に基づき消防職員、消防団員及び消防関係者の資質向上を図る。

（２）消防制度等の確立

消防計画、消防相互応援協定等の効率的運用を推進する。

（３）消防体制の充実・指導

消防・消防団の体制強化を図る。

（４）消防施設・設備の整備促進

消防水利及び消防車両等の整備促進を図る。

２ 火災予防査察・防火診断等

火災の発生拡大を防止し避難の確実性を図るため、防火対象物の消防用設備等防火管

理体制の予防査察を適宜行うものとする。火災予防運動期間等には、防火意識の高揚を

図るため、消防訓練、独居老人防火診断等を実施する。また、住宅用火災警報器の設置

を推進する他、町広報紙に防火に関する記事を掲載する等、広く町民に防火思想の普及

高揚を図るものとする。

（１）特殊対象物に対する査察

ア 学校、官公署

夏季休暇、年度末等の時期を利用し、防火構造、消火設備、避難設備、防火管理

体制等を重点的に査察する。

イ 旅館、娯楽施設

春の行楽期等における人出を考慮し、時前に消火設備、避難設備、防火管理体制

等を重点的に査察する。

ウ 百貨店、商店等

季節的支出期に入る前に消火設備、避難設備、防火管理体制等を重点的に査察す

る。

エ 危険物等関係施設

年間立入検査を通じ施設の構造設備取扱要領等、防火管理体制等を重点的に査察

する。

（２）一般住宅

火災の多発期を控えた１１月から１２月にわたる、秋季及び３月の春季火災予防運

動週間を通じ火を取扱う設備及び器具を重点的に防火診断する。

３ 自衛消防隊の結成指導

不特定多数の者が出入し、又は勤務する学校、ホテル等の宿泊施設、工場、事業所等

においては、消防計画の作成、自衛消防隊の結成指導及び消防用設備等の取扱い指導と

消防訓練実施の促進を図るものとする。

４ 危険物施設等の火災予防

町内の危険物施設等の構造、設備・取扱の検査及び消防訓練等を行うことにより、こ

れを取扱う従業員の防火意識の向上を図るものとする。
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５ 消防施設の整備拡充

（１）消防水利の多様化

町は、防火水槽、耐震性貯水槽の整備、海水、河川水等の自然水利の活用、水泳プ

ール、ため池等の指定消防水利としての活用により、消防水利の多様化を図るととも

に、その適正な配置に努めるものとする。

（２）情報収集、伝達系統の整備

消防救急無線等の通信施設を含む情報収集機器を適宜、最新設備へ更新する等、伝

達系統の整備に努めるものとする。

６ 火災発生の未然防止

（ ） 、 、 、 （ ）１ 町長は 消防法第２２条に基づき 沖縄気象台長が発表し 知事 防災危機管理課

が通報する火災気象通報（第４編 第１章 第３節（４）消防法に定める火災警報等

参照）を受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険であると認めるときは、火

災に関する警報を発することができる。

（２）町長が前項の警報を発したときは、当該警報が解除されるまでの間、町内にある者

は、町条例で定める火の使用の制限に従わなければならない。
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第６節 林野火災予防計画

林野火災は、たばこ，たき火等の火の不始末が原因となることが多い。ひとたび林野火

災が発生すると地理的条件や気象条件等によっては、その消防活動は極めて困難となり、

人命を奪う危険性や人家への延焼等大きな被害に発展する可能性がひそんでいる。

また、貴重な森林資源を焼失することになるので林野火災防止については万全を期する

ものとする。

担当は、消防対策部及び産業振興対策部とする。

１ 林野火災対策の推進

林野火災が発生し、拡大するおそれがある場合における関係機関の通報連絡体制を整

える。なお、通報連絡は出来る限り火災発生の日時、場所、火災現場の状況、被害の程

度、とりつつある措置等を明らかにして行うものとする。

通 報 連 絡 系 統 図

火災発見者

消防機関那覇警察署

（ ）久米島交番

久米島町県警察本部

管轄林業事務所

自 衛 隊 沖縄県 沖縄県森林 沖縄森林管

（防災危機管理課） 緑地課 理署

一般通報

（ ） （ ）応援・派遣要請 国 消防庁 国 林野庁

２ 出火防止対策

（１）町は、町民へ注意を喚起するため、山火事防止の標柱、標板の設置に努めるものとする。

（ ） 、２ さとうきび葉等の焼払いに起因する林野火災の多発にかんがみ適正な火入れの指導

特に強風、乾燥時における火気の取扱いについて指導強化する。

（３）町長及び森林管理署長は、森林又はこれに接近している土地における火入れについ

て森林法に基づく規制措置の適正な実施を確保するための指導を強化する。

（４）火入れに際しての消火設備、監視員の配置、防火線の設定等についての指導をはじ

め、火災予防上危険な気象状況のときの火入れ中止の指導等を徹底する。

３ 林野火災対策用資機材の整備

（１）町は、林野火災対策用資機材の整備に努めるとともに、ヘリコプターによる空中消

火等補給基地整備の促進を図るものとする。

（２）林野面積の多い地域を対象に、関係機関共同で、林野火災用空中消火資機材の繰法

訓練を実施する。
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第７節 危険物施設等の災害予防計画

危険物等による災害の発生及び拡大を防止するため、事業所における保安体制の強化、

法令の規定する基準の適性維持を講ずるとともに、保安教育及び訓練の徹底並びに防災思

想の普及徹底を図るものとする。担当は、消防対策部とする。

１ 危険物製造所等に対する指導

消防機関は、消防法に規定する危険物製造所、貯蔵所及び取扱所（以下「危険物製造

」 。） 、 、 、 、所等 という に対し 立入検査 保安検査を実施し 法令基準の維持適合について

その確認を行うとともに、その都度災害予防上必要な指導を行う。

危険物製造所等の施設は下表のとおりである。

【危険物施設等一覧】

事 業 所 名 所 在 地 類 別 貯 蔵 量

kl仲 里 石 油 商 会 （ 有 ） 儀 間２６５６－１ 第 ４ 類 ５４ ３．

kl久 米 給 油 所 比 嘉２２０ 第 ４ 類 ４２ ０．

kl沖 縄 電 力 久 米 島 発 電 所 儀 間３０６１ 第 ４ 類 ２ ３２８ ４， ．

kl久 米 島 製 糖 株 式 会 社 儀 間２８８ 第 ４ 類 １９０ １．

kl（株）りゅうせきロジコム那覇物流センター久米島出張所 嘉手苅８４３－１ 第 ４ 類 １ ９２２ １， ．

kl具 志 川 石 油 商 会 （ 有 ） 大 田３４３ 第 ４ 類 ２７ ０．

kl航 空 自 衛 隊 久 米 島 分 屯 基 地 宇江城２０６４－１ 第 ４ 類 ５３１ １．

kl久 米 島 漁 業 協 同 組 合 宇 根４０２ 第 ４ 類 ４７ ０．

klホ テ ル 久 米 ア イ ラ ン ド 真我里４１１－１ 第 ４ 類 ３ ０．

kl久 米 島 Ｎ Ｄ Ｂ 大 原１５ 第 ４ 類 １ ０．

kl那覇航空測候所久米島空港出張所 北 原５６６－２ 第 ４ 類 ２ ０．

kl久 米 島 の 久 米 仙 （ 株 ） 宇江城２１５７ 第 ４ 類 １０ ０．

110 klＮ Ｔ Ｔ 久 米 島 無 線 中 継 所 阿 嘉２９７－ 第 ４ 類 ３ ０．

klイ ー フ ビ ー チ ホ テ ル 謝名堂５４８ 第 ４ 類 ６ ０．

kl大成道路ロテック久米島営業所 銭 田４３２ 第 ４ 類 １７ ２．

kl久 米 島 空 港 電 源 局 舎 北 原５６６－２ 第 ４ 類 ２ ０．

kl沖 縄 県 海 洋 深 層 水 研 究 所 真 謝５００－１ 第 ４ 類 ５ ５．

kl久米島海洋深層水開発株式会社 宇江城２１７８－１ 第 ４ 類 ７ ４．

kl下地島空港施設株式会社 北 原５６６－２ 第 ４ 類 ２０ ０（久米島空港） ．

kl沖 縄 県 車 海 老 漁 業 協 同 組 合 真 謝４８６－４ 第 ４ 類 ７ ０．

klバ イ オ マ リ ン 株 式 会 社 真 謝４８６－１４ 第 ４ 類 ３ ０．

kl久 米 島 実 業 社 運 送 （ 名 ） 真我里１２７ 第 ４ 類 １５ ０．

kl株式会社プログレッシブエナジー 真我里４１１－１ 第 ４ 類 ２２ ２．

ＬＰＧガス

久 米 島 ガ ス 嘉手苅８３３ Ｌ Ｐ Ｇ １５０ｔ

農 協 ガ ス 比 嘉１４３－２ Ｌ Ｐ Ｇ ３．５９ｔ

２ 危険物運搬車両に対する指導

消防機関は、消防法に規定する移動タンク貯蔵所及び運搬容器積載車両の管理者及び

運転者に対し、移送及び運搬並びに取扱い基準の厳守、車両の火災防止及び安全運転の

励行を行わせるとともに、必要に応じ警察官と協力して路上取締りを実施し、運転者へ

の直接指導を行う。
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３ 保安教育の実施

危険物製造所等の管理者、監督者は取扱い者に対し、保安教育を実施するとともに、

消防機関は管理者が行う保安教育訓練について、必要な助言指導を行う。

４ 危険物製造所等の予防対策

危険物製造所等の管理者は、防災体制の整備確立及び危険物施設の管理、点検等に

ついて、次の対策を講じ災害の予防に万全を期する。

（１）火災、爆発等の防止対策

取り扱う危険物の性状、数量等を十分把握し、火災爆発防止のための必要な措置を

講ずる。

（２）危険物施設の管理、点検

危険物製造所等の危険物施設の維持管理が適正にできるよう、管理・点検・巡視基

準を定め、必要に応じ修正を行う等危険物施設の維持管理の徹底を図る。

（３）保安設備の維持

危険物の火災、爆発、流出等に係る保安又は防災の設備について、定期的に点検確

認を行う等、常にその機能が維持されるよう必要な指導を講ずる。

（４）保安体制の整備、確立

危険物製造所等の管理者は、緊急時における保安体制の整備と町、消防機関等に対

する通報体制を確立する。

また、移動タンク貯蔵所の管理者は、移送時における事故に対処するため、応援要

員の確保及び派遣方法を定め、あらかじめ移送経路における消防関係機関への通報先

を定めておく。

（５）従事者に対する教育訓練

危険物製造所等の管理者又は監督者は、定期的あるいは必要に応じて教育訓練を実

施し、従事者に対する保安意識の高揚を図る。

５ 化学消防車の整備

消防機関に化学消防車等の配備を図り、事業所における化学消火薬剤の備蓄を行わせ

る。
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第８節 ライフライン施設等災害予防計画

１ 上・下水道施設災害予防計画

上・下水道施設については、老朽施設・配水管・管路施設等の点検・補修、浄水場・

処理場等の耐震化・停電対策を図るとともに、被災時の復旧資機材や被災者への応急給

水施設等の整備を図る。

（１）上水道施設災害予防対策

ア 施設の耐震性の強化

水道施設の新設、拡張、改良等に際しては、日本水道協会制定の「水道施設設計

指針 「水道施設耐震工法指針」等によって十分な耐震設計及び耐震施工を行う」、

ものとする。施設の維持管理に際しては 「水道事業等における地震対策について、

（通知 （環水第３号、 ）及び「水道の地震対策の強化について（通知 （衛）」 ）」S55.1
水第 号、 ）等により、適切な保守点検による耐震性の確保に努める。188 H7.8

また、水供給機能が麻痺したときの社会的影響の大きさにかんがみ 「厚生省災、

害対策マニュアル （ ）を参考に、供給システム自体の耐震性の強化を推進」 H.7.9.1
する。

イ 広域応援体制の整備

町の水道事業者は、町防災計画に基づき、応急給水を実施する。その際、必要な

人員、資機材が不足する場合には、県防災危機管理課と調整しつつ、速やかに「九

州・山口９県災害時相互応援協定」に基づく応援要請や「沖縄県水道災害相互応援

協定」に基づく県内水道事業者等への応援要請を行う。

（２）下水道施設災害予防対策

ア 施設の耐震性の強化及びバックアップ施設の整備

下水道施設の施行にあたっては十分な耐震性を有するよう努めるとともに、自家

発電装置の整備（停電対策）や設備の二元化など災害に強い下水道の整備を図る。

イ 広域応援体制の整備

あらかじめ業者間で広域応援体制の整備に努める。

２ 高圧ガス施設災害予防対策

高圧ガスによる災害の発生及び拡大を防止するために町、県、公安委員会 （社）沖、

縄県高圧ガス保安協会等は連絡を密にし保安体制の強化 「高圧ガス保安法」及び「液、

化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律」に規定する基準の適正維持を

講ずるとともに、保安管理の徹底を図る。

（１）高圧ガス製造所、貯蔵所及び販売所の保安対策

ア 高圧ガス製造所等の所有者、管理者又は占有者に対し法令の規定する基準に適合

するよう当該施設を維持させ保安の監督指導を行う。

イ 高圧ガス製造所等については、必要に応じ立入検査を実施し、保安体制の強化を

図る。

（２）高圧ガス消費先等の保安対策

ア 消費者への保安啓発指導を実施し、消費者の保安意識の向上を図る。

イ 消費者保安に対する販売事業者事故防止の監督体制の強化を図る。

３ 電力施設災害予防対策

災害に伴う電力施設被害の防止について、恒久的設備対策計画を推進し、電力施設の

被害軽減のための施策を実施し、災害時の被害を最小限にとどめるよう万全の予防措置

を講ずるものとする。
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（１）電力施設災害予防事業の実施

ア 防災訓練の実施

災害対策を円滑に推進するため、定期的に訓練を実施するとともに、町及び県が

実施する防災訓練には積極的に参加する。

イ 発電設備

電気設備の設計は、発電所設備の重要度、その地域の予想される災害などを勘案

するほか、発電用火力設備に関する技術基準法令に基づいて設計を行う。

ウ 送配電設備

送配電設備は風圧及び不平均張力による荷重に対応できるように設計する。

エ 変電設備

機器の設計は、変電所設備の重要度、その地域で予想される災害などを勘案する

ほか、電気技術指針によって行い、建物の設計は建築基準法によるものとする。

オ 通信設備

屋内設置装置については、構造物の設置階を考慮した設計とする。
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第９節 通信施設災害予防計画

町、県、医療機関、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ九州、ＫＤＤＩは、災害時の通信の確

保を図るため、通信施設に次の予防措置を講ずる等、万全の措置を期するものとする。

１ 町、県における予防計画

（１）情報通信器機等の充実

、 。災害情報を迅速に収集・伝達するためには 通信施設及び設備等の整備を推進する

ア 被災地及び関係機関と円滑な情報伝達・収集ができる体制を充実するため、地域

衛星通信ネットワーク等を導入した沖縄県総合行政情報通信ネットワークを県が整

備したことに伴い町においても通信体制の強化を図る。

（ア） 町，消防本部及び県出先機関並びに防災関係機関に対してマルチチャンネル

アクセス方式による無線回線を整備する。

（イ） 町は、有線・無線による通信網の２ルート化を図る。

、 。イ 町は 必要に応じて町防災無線を現行システム追加拡充及び最新設備へ更新する

ウ 県による防災相互通信用無線局の整備指導を受け、防災関係機関の相互通信用無

線局を整備するよう努めるものとする。

（２）通信設備等の不足時の備え

町及び県は、災害発生時において通信設備等の不足が生ずる場合に備え、 及NTT
び移動通信事業者との間で災害時の協力に関する協定等の締結を図る。

（３）停電時の備え及び平常時の備え

町及び県は、災害時における通信確保の重要性に鑑み、長時間の停電に備え自家発

電設備を整備するとともに無線設備や自家発電設備の保守点検の実施と的確な操作の

徹底、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所及び浸水被害を受けない

場所への設置等を図ることについて十分考慮するものとする。

２ 救助・救急、医療及び消火活動に関する通信手段の確保等の計画

（１）通信手段の確保

町、県及び医療機関等は、発災時における救助・救急、医療及び消火に係る情報の

収集・連絡分析等の重要性に鑑み、通信手段の確保等を図るものとする。

（２）広域災害・救急医療情報システムの整備

町、県及び医療機関は災害時に医療施設の診療状況等の情報を迅速に把握するため

に、広域災害・救急医療情報システムの整備に努めるものとする。

３ ＮＴＴ西日本及びＮＴＴドコモ九州における予防計画

（１）電気通信設備等の予防計画

災害による故障発生を未然に防止するため、次の防災計画を推進するものとする。

ア 豪雨、洪水、高潮等のおそれがある地域の電気通信設備等については、耐水対策

を行う。

イ 暴風のおそれがある地域の電気通信設備等については、耐風対策を行う。

ウ 主要な電気通信設備が設置されている建物については、耐火対策を行う。

、 。エ 主要な電気通信設備については 予備電源設備を設置又は予備電源車を確保する

（２）伝送路の整備計画

局地的被害による回線の被害を分散するため、伝送路の多ルート及び有線、無線に

よる２ルート化の整備を図るものとする。
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（３）回線の非常措置計画

災害が発生した場合における通信確保のための非常措置として、あらかじめ次の対

策を講じるものとする。

ア 回線の設置切替方法。

イ 可搬無線機、工事用車両無線機等による非常用回線の確保。

ウ 孤立化防止用無線電話機による災害緊急通信の確保。

エ 災害救助法適用時の避難場所、現地対策本部機関等への貸出携帯電話の確保。

オ 可搬型基地局装置による通話回線の確保。

４ における予防計画KDDI
（１）通信設備等に対する防災計画

災害発生を未然に防止するための防災計画の推進

ア 予想される災害の種類、規模等について十分調査し、これに耐えうることを考慮

して通信設備等の防災設計を行うものとする。

イ 通信に係る局舎及び通信設備等の耐災害性を強める。

ウ 主要な通信設備等については、予備電源を設置する。

エ 通信設備等に係る記録、プログラムファイル等のうち、特に必要と認められるも

のについては、その保管場所の分散、耐火構造容器等への保管等の措置を講ずるも

のとする。

（２）通信網等の整備計画

災害時においても通信の不通又は極端な疎通低下を防止するため、次により通信網

の整備を行うものとする。

ア 中央局設備及びその付帯設備を分散設置する。

イ 伝送路については、所要の信頼性を維持するため、海底ケーブル、通信衛星等に

より可能な限り多ルート化を図る。

（３）災害対策用機器等の配備計画

災害発生時において、通信を確保し、又は災害を迅速に復旧するため、必要とする

事業所に災害対策用機器等を配備するものとする。

ア 孤立防止策として、緊急連絡用設備を配備するものとする。

イ 非常用回線としての代替回線又は臨時回線の設定に必要な通信機器、防災用機器

を配備するものとする。

５ 放送施設災害予防計画

各放送局は、災害時における放送電波の確保を図るため、放送施設について次の予防

措置を講じ、万全を期するものとする。

（１）放送施設及び局舎防災設備基準に基づく措置

（２）消耗品及び機材等の一定量常備

（３）無線中断状態の把握

（４）移動無線機等の伝搬試験

（５）交通路の調査

（６）非常持ち出し機器、書類の指定

（７）仮演奏所及び仮設送信所の場所の調査選定

（８）電力会社及び警察等の利用しうる通信回線調査

（９）その他必要と認められる事項
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６ 通信設備の優先利用等

（１）優先利用の優先手続き

町、県又は関係機関は、通信設備の優先利用（災害対策基本法第５７条）及び優先

使用（災害対策基本法第７９条）について、最寄りのＮＴＴ西日本、ＮＴＴドコモ九

州、放送局とあらかじめ協議を行い使用手続きを定めておくものとする。

（２）放送施設の利用

知事及び町長は、防災上緊急かつ特別の必要があるときは、あらかじめ協議して定

めた手続きにより、災害に関する通知、要請、伝達及び警告等の放送を放送局へ依頼

するものとする。
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第１０節 不発弾災害予防計画

不発弾の爆発等による災害の発生及び拡大を防止するため、不発弾処理体制に万全を期

し、関係機関の連絡協調を密にして不発弾処理の円滑化を図るとともに、町民一般に対す

る不発弾に関する防災知識の普及徹底を図る。

担当は、総務対策部とする。

１ 不発弾の処理体制

不発弾の処理は、おおむね次によるものとする。

（１）陸上で発見される不発弾の処理

ア 発見者は、最寄りの駐在所又は警察署に通報し、所轄警察署を通じて県警察本部

に発見届出をする。

イ 県警察本部長は、発見届出の都度、陸上自衛隊第１混成団長（第１０１不発弾処

理隊長）に処理要請を行う。

ウ 第１０１不発弾処理隊は、必要に応じ現場調査を行い、弾種及び発見場所の状況

等を勘案して撤去計画を立てる。

エ 小型砲弾等比較的危険度が少なくて移動可能な弾種は、第１０１不発弾処理隊に

より回収し、一時保管庫へ搬入する。

オ 爆弾等危険度が高いものは、発見場所で信管離脱後、一時保管庫へ搬入する。

カ 信管離脱作業は、非常に危険を伴うので、次の対策を講じた上で実施する。

（ア） 町は関係機関と撤去日時、交通規制、避難計画等について協議するための処

理対策会議を開催し、処理計画について十分な調整を図り、周知徹底する。

なお、関係機関は責任分担覚書等を交換し、任務責任等を明確にするものと

する。

（イ） 避難範囲を定め、その区域への交通を規制し、地域住民を避難させる。

（ウ） 町長等を本部長とする現地対策本部を設置する。

（２）海中で発見される不発弾の処理

ア 発見者は、所轄海上保安部署へ通報し、それを受けて第十一管区海上保安本部又

は県知事、町長又は漁港管理者から海上自衛隊沖縄基地隊司令（沖縄水中処分隊）

に処理要請を行う。

イ 沖縄水中処分隊は現地調査を行い、関係機関と調整の上、撤去計画を立てる。

ウ 危険度が少なく、移動可能なものは、沖縄水中処分隊により回収撤去し、一時保

管庫へ搬入する。

エ 危険度が高く、移動困難なものは、現地対策本部を設置し、発見現場で爆破処理

する。

オ 爆破処理作業は、非常に危険を伴うので、次の対策を講じた上で実施する。

（ア） 不発弾が発見された場合、町は関係機関と撤去日時、交通規制、通行船舶規

制、避難計画等について協議するための処理計画について十分な調整を図り、

周知徹底する。

（イ） 危険範囲を定め、その地域への船舶及び住民等の立ち入を規制する。

（エ） 町長等を本部長とする現地対策本部を設置する。

２ 関係機関の協力体制の確立

沖縄不発弾等対策協議会の効果的な運用により関係機関の協力体制を確立し、不発弾

等の調査、探査及び発掘処理工事の安全かつ円滑な推進を図るものとする。
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不発弾処理の流れ（陸上部分）

《発見弾》

発見届出 発見届出受理 発見届出受理 処 理 要 請 受 理 処理回収 爆 破 処 理
一 時 保 管

（届出） （報告） （処理要請） 処理出動 （運搬） （ 県 不 発 弾 保 管 庫 ） （運搬）（ ）

交番・駐在所 県 警 本 部 陸上自衛隊第１混成団 第 不発 沖縄県・第 第 不発弾101 101 101
警 察 署 生 活 保 安 課 第 不発弾処理隊 弾処理隊 不発弾処理隊 処 理 隊

発 見 者
101

（通知） （処理出動）

発見届出 現 場 確 認 県 警 か ら の 現 場 調 査 陸 上 処 理

久米島町 交番・駐在所・ 通 知 受 理 第 不 発 弾 民間委託業者1 0 1
警 察 署 沖 縄 県 処 理 隊

信管離脱、現場爆破処理

現地不発弾処理対策本部

久米島町・警察・消防

自衛隊・県・その他

《埋没弾》

埋設情報 埋没不発弾等処理 不 発 弾 等 処 理 交付金事業計画
埋没情報受理 埋没情報受理

の 届 出 （届出） （報告） （報告） 計画協議決定 交付金申請 審 査 交 付 決 定

情 報 沖 縄 県 沖縄不発弾等 沖 縄 県 内 閣 府
久 米 島 町

提 供 者 防災危機管理課 対 策 協 議 会

探査発掘工事委託発注 以降「発見弾」

現場確認調査 現場調査・情報提供者 沖縄県防災危機管理課 の処理に準ずる

久 米 島 町 からのヒアリング・

探 査 発 掘 計 画 作 成 探 査 発 掘 作 業

県 防 災 危 機 管 理 課 第 不発弾処理隊101
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海中不発弾処理の流れ（海上部分）

《発見弾》

発見届出 処理要請受理 陸上処理
発 見 届 出 発見届出 一 時 保 管

処理回収
（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）届出 受 理 報告 受 理 処理要請 処理出動 運搬 （県不発弾保管庫） 運搬

発 見 者 民間委託業者
所 轄 第１１管区 海上自衛隊 沖縄水中 沖 縄 水 中

海上保安署 海上保安本部 沖縄基地隊 処 分 隊 処 分 隊

（

処

（

通 理

知 出

動

）

）

現 場 調 査発見届出
現 場 確 認 第 管区海上保安11

本部からの通知受理

所 轄 沖 縄 水 中
久米島町 沖 縄 県

海上保安署 処 分 隊

信管離脱、現場爆破処理

地不発弾処理対策本部

久米島町・海保・警察

海自・その他
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第１１節 文化財災害予防計画

町は、離島という立地特性や、これまで歩んできた歴史的背景によって独特な地域文化

が育まれ特に、文化財については県内でも上位の保有数を誇っている。その代表的なもの

として、国指定の上江洲家（建造物 、具志川城址（史跡 、久米の五枝の松（天然記念） ）

物 、旧仲里間切蔵元石牆（建造物）があり、県指定で宇江城城址、太陽石、奥武島の畳）

石、真謝のチュラフクギ等がある。国、県、町指定を含めると実に６８件にも上る。

これらの文化財は、歴史的、学術的にも貴重であるばかりでなく、優れた地域景観を創

出しており、また、町民にも活力と潤いを与え、一部では観光ルートとなり重要な役割を

果たしている。

この様なことからも、文化財を災害から守る必要があり、とりわけ史跡、名勝、天然記

念物については、山火事による被害のおそれがあり、他に地震、台風による被害も予想さ

れるので、これらの災害予防の徹底を図るものとし、その対策は下記のとおりとする。

担当は、教育対策部とする。

（１）文化財の防災計画を策定し、警察及び消防機関と常時連携を密にして災害予防の確

立を期す。

（２）文化財の所有者、管理責任者又は管理団体の防災思想を啓発し、環境の整理整頓を

図るよう勧奨し、文化財防火デー等に防災訓練を実施する。

（３）文化財の指定地内に居住する所有者に火気使用の制限を指導する。

（４）地震による倒壊等の防止対策及び落下物等による破損防止対策を行うものとする。
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第１２節 農業災害予防計画

農業災害予防のため、農地農業用施設の保全や町及び関係機関の専門技術員及び農業改

良普及員の技術指導のもと防災営農の推進を図るものとする。

担当は、産業振興対策部とする。

１ 防災整備事業の推進

（１）農地及び農業用施設等、被害を及ぼすおそれのある地区の土砂崩壊を未然に防ぐた

め、土砂崩壊の危険性のある地域を中心に事業を推進を図る。

（２）降雨によって浸食を受けやすい性状の特殊土壌地帯や急傾斜地帯に造成された農地

の浸食、崩壊を未然に防ぐための農地保全整備事業の推進を図る。

２ 防災営農の確立

（１）指導体制の確立

各種災害を回避克服して、農業生産力、農業所得の向上を図るため、県、町は関係

機関、団体の統一的な指導体制の確立を図るものとする。

（２）営農方式の確立

沖縄県振興開発計画に沿って諸問題に積極的に対応しつつ、亜熱帯農業における防

災営農技術の確立を図り、試験研究機関による病害虫、風水害に強い抵抗性品種の育

成及び栽培技術の導入により、防災営農の確立に努める。


